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により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公

表する。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 地 方 局 総 務 福 祉 部 平成１３年７月１０日

宇 和 島 地 方 局 総 務 福 祉 部 平成１３年７月１７日、
平成１３年７月１９日

西 条 地 方 局 総 務 福 祉 部 平成１３年８月２２日

八 幡 浜 地 方 局 総 務 福 祉 部 平成１３年９月３日

八 幡 浜 地 方 局 建 設 部 平成１３年９月６日

松 山 地 方 局 建 設 部 平成１３年９月７日

松 山 地 方 局 総 務 福 祉 部 平成１３年９月１１日

（監査の結果）

１ 県税については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整

理についてもなお一層の努力が望まれる。

（宇和島地方局総務福祉部）

（西条地方局総務福祉部）

（八幡浜地方局総務福祉部）

（松山地方局総務福祉部）

２ 県税については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整

理についても一層の努力が望まれる。

（今治地方局総務福祉部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理

についても一層の努力が望まれる。

（八幡浜地方局総務福祉部）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理

についても努力が望まれる。

（松山地方局総務福祉部）

５ 県営住宅貸付料については、適期収入に留意するとともに滞納

繰越分の整理についてもなお一層の努力が望まれる。

（松山地方局建設部）

６ 県営住宅貸付料については、適期収入に留意するとともに滞納

繰越分の整理についても努力が望まれる。

（八幡浜地方局建設部）

（措置の内容）

１ 今治地方局総務福祉部

県税の適期収入については、納税貯蓄組合の育成指導や広報等

により自主納税の促進に努めました。

滞納となったものについては、各地方局の税務管理課長等を委

員とする県税徴収確保対策委員会を設置し、滞納繰越額縮減計画

の策定とそれに基づく計画的な滞納整理を目標に、滞納整理強化

月間・重点整理地区を定め、夜間における電話催告並びに徴収の

実施、差押の早期着手と換価処分の促進等を実施し、徴収に努力

した結果、平成１３年度に繰り越した未収入金６８２，５６５，４９３円が平

成１４年３月３１日現在で５０７，４６２，７５８円に減少しました。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理に努めます。

２ 宇和島地方局総務福祉部

県税の適期収入については、納税貯蓄組合の育成指導や広報等

による啓発により自主納税の促進に努めました。

滞納となったものについては、各地方局の税務管理課長等を委

員とする県税徴収確保対策委員会を設置し、当局では、滞納整理

実施計画の策定、滞納整理強化月間の設定、夜間における滞納整

理等を実施し滞納整理に努力した結果、平成１３年度に繰り越した

未収金２２８，３９０，５７４円が平成１４年３月３１日現在で１６１，６９３，１３９円

に減少しました。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の適

期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理に努めます。

３ 西条地方局総務福祉部

県税の適期収入については、納税貯蓄組合の育成指導や広報等

による啓発により自主納税の促進に努めております。

滞納となっているものについては監査指摘以降、滞納繰越額縮

減計画の策定、重点整理地区の集中徴収、夜間一斉電話催告、夜

間臨戸徴収、市町村との共同徴収、差押えの早期着手と換価処分

の促進などを実施し、この改善に努めた結果、平成１３年度に繰り

越した未収入金８２５，９８４，１３４円が平成１４年３月３１日現在で６１１，１

０２，７１６円に減少しました。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の適

期収入に留意するとともに、滞納繰越分の約２分の１を占める個

人県民税の縮減に向けて管内市町村と連携を密にして、中小企業

の事業主に対する普通徴収から特別徴収への指導や効果的な共同

徴収の実施等の取組に向けた整理に努めます。

４ 八幡浜地方局総務福祉部

� 県税の適期収入については、納税貯蓄組合の育成指導、広報

等による啓発や口座振替制度の周知等により自主納税の促進に

努めました。

滞納となったものについては、税務管理課長等を委員とする

県税徴収確保対策委員会を設置し、滞納繰越額縮減計画の策定

、滞納整理特別対策月間の設定、夜間・休日の滞納整理、差押

の早期着手と換価処分の促進等を実施し、滞納整理に努力した

結果、平成１３年度に繰り越した未収入金２３１，７８６，３４０円が、平

成１４年３月３１日現在で、１６６，１５６，３２５円に減少しました。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理に努めます。

毎週（火・金）曜日発行 第１３９０号外１ 平成１４年９月１３日
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により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公

表する。

平成１４年９月１３日

愛媛県監査委員 小 川 一 雄

同 横 田 弘 之

同 井 上 和 久

同 吉 久 宏

� 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については

、資金の貸付申請時において母子相談員から制度の十分な説明

と適正な償還計画の指導を行い、償還開始前には借受者に償還

が始まる旨を連絡するなど適期収入に努めてまいりました。

また、滞納となったものについては、督促状の発送や本人又

は保証人へ電話・訪問により督促を行うなど償還指導に努めて

まいりました。

しかしながら、近年の景気の低迷による就職困難や事業不振

、疾病等も重なり、その結果、平成１３年度に調定した１４，８８５，０

６０円のうち、年度内納入は１１，９３７，０１０円となっております。

この貸付金償還金は、新規貸付申込者の財源ともなることか

ら、今後とも、借受者の生活状況に応じた適切な償還指導によ

り収入の確保に努めてまいりたい。

５ 八幡浜地方局建設部

平成１２年度及び過年度分の県営住宅貸付料の滞納者については

、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領に基づき、本人及び保証人に

対し、督促状の送付、呼出し、戸別訪問等により未収金の早期収

入に努めている。

６ 松山地方局建設部

平成１２年度及び過年度分の県営住宅貸付料の滞納者については

、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領に基づき、本人及び保証人に

対し、督促状の送付、呼出し、戸別訪問等により未収金の早期収

入に努めている。

また、特に悪質滞納者に対しては、１３年度は１名に対し明渡請

求等の法的措置により退去させたほか、積極的に納付指導も行い

、滞納の解消に努めている。

７ 松山地方局総務福祉部

� 県税の適期収入については、納税貯蓄組合の育成指導や広報

等による啓発により自主納税の促進に努めました。

滞納となったものについては、各地方局の税務管理課長等を

委員とする県税徴収確保対策委員会を設置し、滞納繰越額縮減

計画の策定、滞納整理特別対策月間の設定、夜間・休日の滞納

整理、差押の早期着手と換価処分の促進等を実施し、滞納整理

に努力した結果、松山地方局管内において平成１３年度に繰り越

した未収入金４，０１３，１２８，５２０円が平成１４年３月３１日現在で、３

，１８０，５４０，７９６円に減少しました。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理に努めます。

� 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金

償還金については、資金の貸付申請時において母子相談員によ

る制度の十分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、

償還開始直前には、借受者に償還が始まる旨を連絡するなど適

期収入に努めました。滞納となったものについては、督促状の

発送、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人への電話、さ

らには直接訪問を行うなど償還指導に努めました。その結果、

平成１３年度に調定した２４，５５１，７７０円のうち１９，７７１，３０３円が年度

内に納入され、収入歩合は８０．５％と、前年度に比べ７．６ポイン

ト増加しました。

母子寡婦福祉資金貸付金償還金は、本特別会計における貸付

金の財源であることから、今後とも、借受者の生活状況に応じ

た適切な償還指導により、滞納繰越分の整理など収入の確保に

努めます。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

児 童 福 祉 課 平成１３年１１月６日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当の返還金未収入金については、収入確保に一層の

努力が望まれる。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理

についてもなお一層の努力が望まれる。

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、過払金返納対象者に対して同

手当の受給資格喪失等に伴う返還金が発生していることを市町村

を通じて事前に十分説明するとともに、過払金返納通知書を発送

するなど適期収入に努めました。滞納となったものについては、

特に、市町村の協力を得るなど納入指導に努めました。その結果

、平成１３年度に調定及び戻入決議を行った２８，８４３，４８０円のうち２

，６５９，１５０円が年度内に返納されました。

過払いによる返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅

滞により発生していることから、今後とも、市町村に対して、受

給者に対する現況届や資格喪失届等の提出指導、関係部門との連

携及び関係公簿等の確認について周知徹底を図り、返還金発生の

未然防止に努めます。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

資金の貸付申請時において母子相談員による制度の十分な説明と

適正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に

応じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど適期収入に努めま

した。滞納となったものについては、督促状の発送、滞納状況に

関する通知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指

導に努めました。その結果、平成１３年度に調定した１８７，７９４，０４２

円のうち９６，０５９，２９１円が年度内に納入されました。

貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借受者の生活状況に応じた適切な償還指導によ

り収入の確保に努めます。

平成１４年９月１３日 印刷
平成１４年９月１３日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円２
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